
■有期労働契約の締結、更新罰
及び

雇止めに関する基準

Ｌについて 麹

愚統 鋤ぐるﾄラ 肱勿に

『

１有期労働契約（期間を定めて締結された労働契約)については､契約更新の

繰り返しにより､一定期間雇用を継続したにもかかわらず､突然､契約更新を

せすに期間満了をもって退職させる等の､いわゆる｢屋止めjをめぐるトラブⅢ

ルが大きな問題となっています。

このため、このようなトラブルの防止や解決を図、､有期労働契約が労使双

方から良好な雇用形態の－つとして活用されるようにするとの観点から､厚

生労働省では､労働基準法第１４条第２頂に基づき､｢有期労働契約の締結､更新

及び雇止めに関する基準｣を策定しています(平成20年３月１日－部改正)。

また､労働基準監督署は､この基準に関して､使用者に対して必要な助言や

指導を行っています。

､Q＝＝ 必

」 し

使用者の皆さまへ

このリーフレットでは､｢有期労働契約の締結､更新及び雇止めに関する基

準｣について紹介しています。

この｢有期労働契約の締結､更新及び雇止めに関する基準｣の趣旨及び内容

を十分ご理解いただき､有期労働契約の締結､更新及び雇止めをめぐるトラブ

ルの防止に努めていただくようお願いいたします。

、L＿ 「

本リーフレットについてご不明な点などがございましたら、
最寄りの労働基準監督署にお問い合わせください。

）労働省゜都道府県労働局。労働基準監督雲

～云
巴

厚生労働省。都道府県労働局。労働基準監督署



刃

｢有期労働契約の締結､更新及び雇止めに関する基準｣|こついて

1」契約締結時の明示事項等
（１）使用者は、有期契約労働者に対して、契約の締結時にその契約の更新の有無を明示

しなければなりません。

（２）使用者が、有期労働契約を更新する場合があると明示したときは、労働者に対し

て、契約を更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示しなければなりません。

（３）使用者は、有期労働契約の締結後に（１）又は（２）について変更する場合には、
労働者に対して、速やかにその内容を明示しなければなりません。

※６～９ページの労働条件通知書（別紙１）をご確認下さい。

①更新の有無の明示

明示すべき「更新の有無」の具体的な内容については、例えば下記の例を参考にしてくだ

さい。

・自動的に更新する

・更新する場合があり得る

・契約の更新はしない等

②判断の基準の明示

明示すべき「判断の基準」の具体的な内容については、例えば下記の例を参考にしてくだ

さい。

・契約期間満了時の業務舅により判断する

・労働者の勤務成績､態度により判断する

・労働者の能力により判断する

・会社の経営状況により判断する

・従事している業務の進捗状況により判断する等

’ ③その他留宣すべき事項

これらの事項については、トラブルを未然に防止する観点から、使用者から労働者に対し

て書面により明示することが望ましいものです。

劉雇止めの予告
使用者は、有期労働契約（有期労働契約が３回以上更新されているか、１年を超えて

継続して雇用されている労働者に限ります。なお、あらかじめ当該契約を更新しない旨

明示されているものを除きます。）を更新しない場合には、少なくとも契約の期間が満
了する曰の30曰前までに、その予告をしなければなりません。

２

③その他留意すべき事項

②判断の基準の明示



Ｏ対象となる有期労働契約

ここでの対象となる有期労働契約は、

①有期労働契約が３回以上更新されている場合

②１年以下の契約期間の労働契約が更新または反復更新され、最初に労働契約を締結して

から継続して通算１年を超える場合

③１年を超える契約期間の労働契約を締結している場合

です。

－平成２０年３月１曰改正部分

劉雇止めの理由の明示

使用者は、雇止めの予告後に労働者が雇止めの理由について証明書を請求した場合は、

遅滞なくこれを交付しなければなりません。

また、雇止めの後に労働者から請求された場合も同様です。

Ｏ震止めの理由の明示

明示すべき「雇止めの理由」は、契約期間の満了とは別の理由とすることが必要です。

例えば下記の例を参考にしてください。

・前回の契約更新時に、本契約を更新しないことが合意されていたため

・契約締結当初から、更新回数の上限を設けており、本契約は当該上限に係るものである
ため

・担当していた業務が終了・中止したため

・事業縮小のため

・業務を遂行する能力が十分ではないと認められるため

・職務命令に対する違反行為を行ったこと、無断欠勤をしたこと等勤務不良のため
等

41Ｊ契約期間についての配慮

使用者は、契約を１回以上更新し、かつ、１年を超えて継続して雇用している有期契

約労働者との契約を更新しようとする場合は、契約の実態及びその労働者の希望に応じ

て、契約期間をできる限り長くするよう努めなければなりません。

○契約期間の上限は原則３年（一定の場合に上限は５年）です。（詳細は、１０頁をご覧くだ

さい。）

３



II有期労1働労 約 の雇止 め１K三

雇止めについて争われた裁判例を見ると、６つの判断要素を用いて当該契約関係の

係が終了するものと判断した事案ばかりではなく、契約関係の終了に制約を加え、解

られなかった事案も少なくありません。

また、裁判例について類型化を試みると、有期労働契約を４つのタイプに分けるこ
が見られます。

（判断要素〕 ） ）（ （判断要素 具体例 契約関係の状況

寂;、
。

戸戸 「○従事する仕事の種類・内容・勤務の

形態（業務内容の恒常性・臨時性、業
務内容についての正社員との同一性の

有無等）

業務の客観的内容
１ 期間満了後も雇用関

係が継続するものと期

待することに合理性は
認められないもの

○地位の基幹性・臨時性（嘱託・非常

勤講師等）
○労働条件についての正社員との同一
性の有無

契約上の地位の'性格
<純粋有期契約タイプ〉

ａ巳○継続雇用を期待させる当事者の言

動・認識の有無・程度等(採用に際し
ての雇用契約の期間や、更新ないし継

続雇用の見込み等についての雇主側か
らの説明等）

■
雷
ﾛ

当事者の主観的態様

２期間の定めのない契

約と実質的に異ならな

い状態に至っている契○契約更新の状況（反復更新の有無・

回数、勤続年数等）
○契約更新時における手続の厳格性の

程度（更新手続の有無・時期・方法、
更新の可否の判断方法等）

約であると認められた

ちの

く実質無期契約タイプ〉

更新の手続・実態

他の労働者の更新状況
○同様の地位にある他の労働者の雇止

めの有無等 ３雇用継続への合理的

な期待が認められる契

約であるとされ、その

理由として相当程度の

反復更新の実態が挙げ
られているもの

○有期労働契約を締結した経緯

○勤続年数・年齢等の上限の設定等

<期待保護(反復更新)タイプ〉

Ⅱ椿Ｉ暴塞『（黙

４

〔判断要素２１

当事者の主観的態様

更新の手続・実態

■

■
有 期|労働契約 の雇止め



Ｉに関|する裁判 例の順

一回一回
》likiliKを総合的に判断しており、民法の原則どおり契約期間の満了により当然に契約廣
雇に関する法理の類推適用等により雇止めの可否を判断し、結果として雇止めが認め

とができ、各タイプごとに判断要素に関する状況や雇止めの可否について一定の傾向

′
（ ）） 〔事案の特徴 雇止めの可否

扇 「 、・業務内容が臨時的な事案があるほか、臨時社員な

ど契約上の地位が臨時的な事案が多い。

・契約当事者が期間満了により契約関係が終了する

と明確に認識している事案が多い。

・更新の手続が厳格に行われている事案が多い。

・同様の地位にある労働者について過去に雇止めの

例がある事案が多い。

<代表的な裁判例〉

亜細亜大学事件

（東京地裁昭６０(ワ)5740号昭６３．１１．２５判決）

原則どおり契約期間の

満了によって当然に契約
関係が終了するものとし

て、雇止めの効力は認め
られる。

ソ し－－ノ

・業務内容が恒常的であり、更新手続が形式的な事

案が多い。

・雇用継続を期待させる使用者の＝動が認められる

事案が多い。

・同様の地位にある労働者について過去に雇止めの
例がほとんどない事案が多い。

<代表的な裁判例〉

東芝柳町工場事件

（最高裁第一小法廷昭４５(オ)1175号昭４９．７．
２２判決）

ほとんどの事案で

雇止めは認められて

いない。

・業務内容が恒常的であり、更新回数が多い。

・業務内容が正社員と同一でない事案、同様の地位

にある労働者について過去に雇止めの例がある事案
がある。

経済的事'情による

雇止めについて、正

社員の整理解雇とは

判断基準が異なると

の理由で、雇止めを

認めた事案がかなり

<代表的な裁判例〉

曰立メディコ事件

（最高裁第一小法廷昭５６(オ)225号昭６１．１２
４判決） 見られる。

・更新回数は概して少なく、契約締結の経緯等が特

殊な事例が多い。

<代表的な裁判例〉

福岡大和倉庫事件

（福岡地裁昭６２(ワ)3383号平２．１２．１２判決）

当該契約に特殊な

事'情等の存在を理由

として雇止めを認め

。ない事案が多いｃ

ノ
(注）裁判例の傾向は、「有期労働契約の反復更新に関する調査研究会報告」をもとに取りまとめたものです。

５

に関する裁判例の傾回

・業務内容が恒常的であり、更新手続が形式的な事
案が多い。

・雇用継続を期待させる使用者の＝動が認められる

事案が多い。

・同様の地位にある労働者について過去に雇止めの
例がほとんどない事案が多い。

<代表的な裁判例〉

東芝柳町工場事件

(最高裁第一小法廷昭４５(オ)1175号昭４９．７．
２２判決）

・業務内容が恒常的であり、更新回数が多い。

・業務内容が正社員と同一でない事案、同様の地位

にある労働者について過去に雇止めの例がある事案
がある。

<代表的な裁判例〉

曰立メディコ事件

(最高裁第一小法廷昭５６(オ)225号昭６１．１２．
4判決）

・更新回数は概して少なく、契約締結の経緯等が特

殊な事例が多い。

<代表的な裁判例〉

福岡大和倉庫事件

(福岡地裁昭６２(ワ)3383号平２．１２．１２判決）

解
雇
に
関
す
る
法
理
の

讓
等
に
よ
り

契
約
関
係
の
終
了
に
制
約

ほとんどの事案で

雇止めは認められて

いない。

経済的事'情による

雇止めについて、正

社員の整理解雇とは

判断基準が異なると

の理由で、雇止めを

認めた事案がかなり

見られる。

当該契約に特殊な

事'情等の存在を理由

として雇止めを認め

ない事案が多い。

－

－ 関|する裁判

例

lの１
ﾁﾞこ==

に

向



（ ）(別紙１）モデル労働条件通知書(一般労働者用；常用､有期雇用型）

労働条件通知11ド

年）１日

殿

事業場名称・所〈l:地

使用者ｊ倣氏塩

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（:;i）（年）ＩＬ１～年月１１〕

就業の場所

従jll:すべき

堆務の内容

始堆、終業の １始業・終堆の時刻弊

Ⅱ作刻、休憩時 （１）始業（時分）終業（時分）

Ⅲ]、就業時転 [以下のようなIlill度が労働者に適用される場合］

換((1)～(5) (2)変形労lmlj1I制i}]制等；（）単位の変形労llilj時間制・交替制として、次の勤務時間の

のうち該当す 組み合わせによる

るもの一つに 始業（時分）終業（時分）（過H1し］

１
Ｊ

■
■

○を付けるこ 始業（１１#分）終業（時分）（適用l」

１
Ｊ

と。）、所定時 始業（時分）終業（時分）（適川［

１
Ｊ

lH1外労llllの有 (3)ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑlliI1；始業及び終業の時刻は労(Ilill稀の決定に委ねる。

1111にllllする４１』： (ただし、ﾙｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業）｜Ⅱ｣：分から時分、

項 (終業）時分から時分、

'1浄分から時分）コアﾀｲﾑ

(4)事業場外みなし労働時間制；始業（時分）終業（時分）

(5)鼓ｈｔ労働iliリ；始業（時分）終業（時分）を基本とし、労働譜の決定に委ね

る⑥

○詳細は、就堆規則第条～第条、鰯条～第灸、第条～第灸

２休憩時１１１１（）分

３所定時1111外労仙の有無（有，雌）

体Ⅱ ･定例1-1；ｉｉｉ週ｌ１ｉｌＩ｣、国民の祝Ⅱ、その他（ ）

非定例１１；週・ｊｌ当たりロ、その他（ ）

・１年iii位の変形労lllII時間制の場合一年ｉｌｉｌｒｌ

○詳細は、就業規則第灸～第灸、第条～第灸

休暇 ｌ年次有給休暇６か月継続勤務した場合－，

■
■

継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有・無） Ｐ
Ｈ

一，か月経過で日

２その他の休暇有給（ ）

脈給（

１
Ｊ

○詳細は、）批准);IAIlll節条～第灸、飾条～鰯条

(次貞に続く）

戸
●

殿

事業場名称・所/l:地

使用者職氏イ'）

ｨ1：）Ｉ日

契約期間 期間の定めなし、期Ｉ１ｌｊの定めあり（:;i）（年）］ｕ～年月１１）

就業の場所

従jll:すべき

業務の内容

始堆、終業の

１１織り、休憩時

Ｉ１ｌ１、就業時転

換((1)～(5)

のうち該当す

るもの一つに

○を付けるこ

と。）、所定時

１１１１外労llllの有

)111に|)Mする蝋Z

項

１始業・終堆の時刻等

（１）始業（時分）終業（時分）

[以下のようなIlill度が労働者に適用される場合］

(2)変形労lmlj1I制i}]制等；（）単位の変形労llilj11歸間制・交替制として、次の勤務時間の

組み合わせによる。

［
始業（時分）終業（時分）（通Ｈ１ロ）

始業（１１#分）終業（時分）（通)｢11」）

始業（１１ｹ分）終業（時分）（通1111」）

(3)ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑlliI1；始業及び終業の時刻は労IIlill苫の決定に委ねる。

(ただし、ﾙｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業）’1キ分から時分、

(終業）ｌｔｆ分から時分、

ｺｱﾀｲﾑ１１拳分から時分）

(4)事業場外みなし労働時間制；始業（時分）終業（時分）

(5)裁ﾑﾋ労I1mliliリ；始業（時分）終業（１１驍分）を基本とし、労働譜の決定に委ね

る。

○詳細は、就堆Bi則第灸～第条、鰯条～第灸、第条～第灸

２休憩時１１１１（）分

３所定時1111外労仙の有無（有，雌）

体’１ 定例L1；ｉｉｉ週ｌ１ｉｌ

非定例１１；週・ｊｌ当

１年iii位の変形労１１１Ｍ

'詳細は、就業蝋l1U第

、国民の祝I|、その他（）

りロ、その他（）

間制の場合一年ＩｌｉＩ１１

灸～第灸、第条～第条

休暇 ｌ年次有給休暇６か月継続勤務した場合一＞Ｆ１

継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有・無）

一，か月経過で日

２その他の(ｲ<'１段有給（）

照給（）

○詳細は、就業MAIlll第条～第灸、飾条～鰯条



※「契約期119」について「期1111の定めあり」とした場合に証人

※以上のほかは、当社就業規１１Ｉによる。

７

賃金 １濫本賃金イ月給（円）、ロ日給（円）

ハ時'111給（円）

二出来i｢5絵（韮本単価円、朧Iliit給円）

ホその他（円）

へ就業規則に規定されている賃金等級等

２識手当の額又は計鰍方法

イ（手当円／M|･算方法：）

ロ（手当円／i}}算方法：）

ハ（手当円／iil･算方法：）

二（手当円／i11.節方法：）

３所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ所定時llIj外、法定超（）％、所定超（）％、

ロ休日法定休[１（）（沁怯定外休日（）％

ハ深夜（）％

、

４ｔY金締切1］（）－厩ﾉ１１三I、（）－厩月日

５１f金支払'三１（）_毎月｜=l、（）－毎月日

６１f金の支払方法（）
Ｐ■●●●●.■.■￣■￣●￣－－▲■｡■●■￣－－－－－－－－￣￣－－－－－￣￣￣●｡守守‐￣●･■￣￣￣▲●■●■－－－－－－－－－－－－－－－－■｡●●●■■‐－－●－●▲－｡●●●●－口■－－■－－－－－

;７労使協定に鑓づく賃金支払時の控除（ 有（））

;８昇給（時jW等）

p

９賞与（有（時期、金額等）

１０退職金（有（時JvI、金額等）

4ME
，け■■も

無）

）

--±￣---－￣￣--‐■￣■じ゛■守守－￣￣■･■●■■■■￣￣￣￣￣－－-－￣￣￣￣￣￣-－－－----￣￣-－-－￣￣￣￣●￣￣￣￣￣I■■■■■■■■●●●■￣－－凸一一凸一一一一一一一口￣￣￣￣

□
■
Ｐ
■
■
Ｐ
■
●
■
●
Ｆ
』
ｂ
Ｐ
』
■
■

■

退職に関す

る事項

１定年制（有（歳） 釦IＥ
りびＵ､■

２継続雇)剛liﾘ度（有（歳まで）

）

無）

３１:I己都合退職の手続（退職する日以｣1iiiiに届け出ること）

４解雇のﾕＩＦ由及び手続

○詳細は、就業規則第灸～第条、第条～第灸

その他 ･社会保険の力Ⅱ入状況（厚生年金健康保険厚生ｲﾄﾞ金基金その他（））

･jii1Nl保険の通ｊＩｌ（有

･その他

無）

更新の有無 １契約の更新の有無

[1当11mI的に更新する．Ⅲ新する場合があり↑(}る・契約の更新はしない.その他（）］

２契約の更新は次により判断する。

･契約期|lIiiiMiT時の業務量・勤務成績、態度・能力

･会社の維常状況・従ﾕIFしている業務の進捗状況

・その他（）



【記赦要領】

1．労IliII条件通知襟は、当核労働者の労１，１条件の決定について権限をもつ者が作成

し、本人に交付すること。

２．名柵において複数項目の一つを避択する場合には､該当項目に○をつけること。

3．下線部、破線内及び二重線内のＬｌｌ:項以外の]|｢項は、譜面の交付によりリI示する

ことが労働基準法により雑務付けられている］ＩＦ項であること。また、退職金に関

するﾕ11:項、臨時に支払われる賃金輔に関する】IＩ:項、労､Ｍ１者に負担させるべきもの

に関する事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関するｴ1F項、災害補償及

び業務外の傷病扶助に関する事頂、表彰及びIliﾘ裁に閲-1-る事項、休職に側する事

項については、当該鄭項を制度として設けている場合には口頭又は書面により明

示する義務があること。

４．労''’1契約期ｉｌＩＩにつ↓､ては、労働雅準法に定める範囲Iﾉﾘとすること。

また、「契約期間」について「j1jll1Ijの定めあり」とした場合には、契約の更新

の有無及び更新する場合又はしない場合の判断の基準(複数可）を明示すること。

５．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の柵については、雇入れ直後の

ものを記載することで足りるが、将来の就業場所や従IIPさせる業務を併せ網羅的

に'’１示することは差し支えないこと。

６．「始業、終業の時刻、休憩時ｌｉＩｊ、就業時娠換、所定時間外労働の有無に関する

事項」の欄については、当該労lmIl者に適用される具体的な条件を明示すること。

また、変形労l1ii時間制、フレックスタイムIlill、裁量労lmll制等の適用がある場合に

は、次に留意して記救すること。

・変形労働時'１１I制：通）l】する変形労ImIl時FmliⅡの種類（１年単位、１か月lli位等）

を記職すること。その際、交替制でない場合、「・交替Ilill」を

＝で抹消しておくこと。

・フレックスタイム制：コアタイム又はフレキシブルタイムがある場合はその時

’１１１帯のＩｌＭ始及び終了の時刻を記iliRすること。コアタイム及

びフレキシブルタイムがない場合、かっこ響きを＝で抹消

しておくこと。

・里１１:業場外みなし労働時|川制：所定の始業及び終業のⅡ瀞刻を記iliRすること。

・裁jit労働制：避本とする始業・終業時刻がない場合、「始業･………を基本とし、」

の部分を＝で抹消しておくこと。

・交替制：シフト毎の始業・終業のⅡ瀞刻を記il腿すること。また、変形労働時間制

でない場合、「（）lii位の変形労働時llI1制・」を＝で抹消しておく

こと。

７．「休日」の欄については、所定休日について曜日又は日を特定して記ilifするこ

と。

８．「休暇」のIIIlについては、年次有給休暇は６か月間勤続勤務し、その|Ｈ１の出

勤率が８割以上であるときに与えるものであり、その付与日数を記職すること。

また、その他の休暇については、(|iﾘ度がある場合に有給、無給別に休暇の穂類、

日数（期間等）を記紋すること。



においては、所定時間外労働の有無以外のｴlpﾘIについては、勤務の孤類ごとの始

業及び終業の時刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される

就業蝋!(11上のMH係条項名を網維的に示すことで足りるものであること。

10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。ただ

し、就業規則に規定されている賀金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該

等級等を明確に示すことで足りるものであること。

・法定超えとなる所定時'１１)外労働については２割５分、法定休日労働について

は311}１５分、深夜労働については２制５分、法定超えとなる所定時間外労ＩＭＩが

深夜労働となる場合については５１vll、法定休日労働が深夜労働となる場合につ

いては６割を超える割増率とすること。

・破線内の事項は､制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

ｌＬ「退職に関する｡ＩＦ項」のIWIについては、退職の事由及び手続、解雇のZlFIil等を

具体的に記赦すること。この場合、Ｉﾘl示すべき111:項のIﾉﾘ窓が膨大なものとなる場

合においては、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項`inを網羅的に示す

ことで足りるものであること。

なお、定年制を設ける場合は、６０歳を下回ってはならないこと。

また、６５歳未満の定年の定めをしている場合は，iiii年齢者の６５歳（※）ま

での安定した雇用を確保するため，次の①から③のいずれかの譜illM高年齢者雇

用確保梢置）を柵じる必要があること。

①定年の引上げ②継続雇用制度の導入③定年の定めの廃止

（※ただし、平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日までは、６３歳、平

成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までは、６４歳であること。）

IZ．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状i兄及び雇

用保険の適用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する珊項、安全及

び衛生に関するｴ11:項、職業iilll線に|釘する事項、災害補if及び業務外の傷病扶助に

関するﾕＩＦ項、表彩及び制裁に関するﾕＩＦ項、体l職に関する11:項等を制度として設け

ている場合に記入することが望ましいこと。

13．各事項について、就業規IIIlを示し当該労llii者に適用する部分を明確にした｣二で

就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しな

いこと。

＊この通知響はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様

式どおりとする必要はないこと。

９



〕（ 参篝〃／労鐵望〃〃〃にフレノピ

有期労働契約を締結する場合、その期間の長さについて、労働基準法

第１４条は次のように定めています。

■の■｡■白白⑥■●●｡①ロロ■⑥｡●■｡●｡｡｡●●ロロ■■●●●●●■■●｡●ｃｃ｡●●●｡●●●Ｏ●｡●●●｡●｡●●●●●●①●●●●●｡●■■1Ⅱ

ｏ
●
●
。
●
●
●
ｏ
ｏ
Ｃ
ｏ
ｃ
ｏ
●
Ｃ
Ｏ
●
●
０
口

、

上上限３年
(※）ただし、有期労働契約（特例３に定めたものを除き、その期間が一年を

超えるものに限ります｡）を締結した労働者（下記特例１又は２に該当す

る労働者は除きます｡）は、労働契約の期間の初曰から１年を経過した曰

以後においては、使用者に申し出ることにより、いつでも退職することが
できます。

■

：起丞ａｂＵﾉＬ|振り盃ｇｏノ亡m11jiF百Ｌﾉﾉこ力1割-白（｜､己□村1γＵｌ×ld､こに己スョソ

： る労働者は除きます｡）は、労働契約の期間の初曰から１年を経過した曰
：

： 以後においては、（吏用者に申し出ることにより、いつでも退職することが
： できます。●

●
●ロロ。。■■・■■｡・・■■■｡｡・・■｡■□■■■■■・ロ。。■｡●●●ＤＯＣ●①●●●Ｃｏｏ、ｏｏｏｏｏｏ●ｏＤｃｏ●｡●●coo●o●●｡●o●､ＣｏＣｏ●

声百竜

■●■ロ⑥●｡｡｡⑤⑤●｡｡●■■■｡●ロ■■■●｡●●■｡●｡ロロ●●●｡●●●●●●●。●ＯｏＣＣｏｏＱ｡｡●●･ｏｃＣｏｃ●●●◎｡ＣｏｏｏＣＣ■1Ⅱ

ｂ

ｃ

ａ

高度の専門的知識等を有する労働者との間に②上限5年ｉ締結される労働契約

(※）当該高度の専門的知識等を必要とする業務に就く

者に限ります。また、高度の専門的知識等を有す

る労働者とは、次の①から⑦のいずれかに該当す

る労働者を言います。

①博士の学位を有する者

②公認会計士､医師､歯科医師、獣医師､弁護士､－級建築士､税理士､ｉ
薬剤師、社会保険労務士、不動産鑑定士、技術±又は弁理士

③ｼｽﾃﾑｱﾅﾘｽﾄｱｸﾁｭｱﾘｰの資格試験に合格している者！
④特許発明の発明者、登録意匠の創作者、登録品種の育成者

⑤大学卒で５年､短大･高専卒で６年、高卒で７年以上の実務経験を有す｜

る農林水産業剛工業機械電気建築土木の技術者､ｼｽﾃﾑｴｉ
ンジニア又はデザイナーで、年収が1,075万円以上の者

⑥ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱとしての実務経験5年以上を有するｼｽﾃﾑｺﾝｻ｜
ルタントで、年収が1,075万円以上の者

⑦国等によって知識等が優れたものであると認定され､上記①から⑥まで｜
に掲げる者に準ずるものとして厚生労働省労働基準局長が認める者！
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□

（承ノヨ言及同)三ｕﾉ等「コヒｌｙ式U5EJZ寺迂必蚕ｅｇａ末]万I～堀/bへ

者に限ります。また、高度の専門的矢0識等を有す

る労働者とは、次の①から⑦のいずれかに該当す

る労働者を言います。

①博士の学位を有する者

②公認会計士、医師、歯科医師、獣医師、弁護士、－級建築士、税理士、

：薬剤師、社会保険労務士、不動産鑑定士、技術±又は弁理士

③システムアナリスト、アクチュアリーの資格試験に合格している者
： ④特旨午発明の発明者、登録意匠の創作者、登録品種の育成者
：

⑤大学卒で５年、短大・高専卒で６年、高卒で７年以上の実務経験を有す

る農林水産業・鉱工業・機械・電気・建築・土木の技術者、システムエ
：

： ンジニア又はデザイナーで、年11又が1,075万円以上の者
： ⑥システムエンジニアとしての実務経験５年以上を有するシステムコンサ
：

ルタントで、年収が1,075万円以上の者

⑦国等によって知識等が優れたものであると認定され、上記①から⑥まで

に掲げる者に準ずるものとして厚生労働省労働基準局長が認める者
●●ＣＤ凸■①｡｡｡●｡●■■｡｡●●□■■●●●●●●ｓｑｏｏＤＤｏ●●●●●｡●●■●ｃＤｏＤｏｏｏｏｏｏｏｃ●。●｡●ＣＯ｡｡●●ooooD●●●｡●｡●●●

歳以上の労働者との間に締結される労②上限5年；
ロロロロｃｃ●●｡●●。●｡●｡●･ｏＯｃＯｏｏｏ●●●。●●●ｏｃＣＣＣｏｏｅ｡｡｡｡●｡●｡｡｡＠●･●●●●●●●●●●●●●■ＤＣ

■■■｡●●■■｢

満６０

働契約
■■●■●■●｡●由｡●｡■

一定の事業の完了に必要な期間を定める労働②その期間Ｉ契約（有期の建設工事等）

】[

■ロ凸■■

1０

参篝〃／労鐡契激斯厭にプレ）匠



〔 ~〕塞詫の２労戯契〃灘の施行/ﾛﾉﾉで

平成２０年３月１曰より「労働契約法」が施行されました。労働契約法は、有
期契約労働者に対しても適用されます。

労働契約法においては、有期労働契約に関して、次のように定めています。

⑪使用者は、やむを得ない事由がある場合でなければ、契約期間が満了するまでの間

において、労働者を解雇することができません。（第１７条第１頂）

⑪使用者は、有期労働契約によって労働者を雇い入れる目的に照らして、契約期間を

必要以上に細切れにしないよう配慮しなければなりません。（第１７条第２項）

また、労働契約法においては、労働契約の締結等に関して、次のような基本ルー
ルを定めています。

●労働者と使用者は、労働契約の締結や変更に当たっては、就業の実態に応じて、均

衡を考慮するものとする。（第３条第２頂）

●使用者は､労働契約の内容について､労働者の理解を深めるようにするものとする。

（第４条第１頂）

→例えば、労働者に労働条件をきちんと説明することなどが考えられます。

①労働者と使用者は､労働契約の内容（有期労働契約に関する事項を含む｡）について、

できる限り書面により確認するものとする。（第４条第２頂）

→例えば、労使で話し合った上で、労働条件を記載した書面を労働者に交付

することなどが考えられます。

→有期労働契約の場合には、契約期間が終わったときに契約が更新されるか

どうかや、どのような場合に契約が更新されるのかなど、「有期労働契約の

締結、更新及び屋止めに関する基準」で使用者が明示しなければならないと

されている事項についてもハッキリさせておきましょう。

1１

琴詫の２労戯契〃灘の施行にﾌﾉﾉで ）



〕Ｃ家曽ぞ1,3 形

平成２０年７月に「有期契約労働者の雇用管理の改善に関するガイドライン」

が策定されました。

有期契約労働者の雇用管理の改善が図られるよう、労働関係法令等を踏まえて、

１．事業主の皆様が諾ずべき必要な事項

２．よりよい雇用管理の実施を図るために配慮することが望ましい項目

がわかりやすくまとめられておりますので、参考にしてください。

ｒ
Ｌ

、
型詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧下さい。

１
１
ｊ
ｌ

｢モデル労働条件通知書」について

→http://www・mhlwgojp/bunya/roudoukijun/roudoujoukenO1/index・ｈｔｍｌ
、

｢労働契約法」について

→http://www・mhlwgojp/bunya/roudoukijun/roudoukeiyakuO1/index・hｔｍｌ
■

｢有期契約労働者の雇用管理の改善に関する力`イドライン」について

→http://www・ｍｈｌｗ､gojp/shingi/2008/０７/s0729-1.hｔｍｌ

労働基準監督署の連絡先について

→http://www・ｍｈｌｗｇｏ・jp/bunya/roudoukijun/|ocation,hｔｍｌ
百

(Ｈ２０．１０）
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